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医療法人 誠心会 ひおき診療所 

短時間通所リハビリテーション・介護予防短時間通所リハビリテーション 重要事項説明書  

 （令和 6年 4月 1日現在） 

 

１ 当事業所の概要説明 

（1）当事業所の名称・所在地・サービスの種類 

施 設 名 称 
ひおき診療所通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーショ

ン 

所 在 地 鹿児島県日置市日吉町日置１１５０番地１ 

サービスの種類及び 

利用条件 

通所リハビリ：要介護１～５ 

介護予防通所リハビリ：要支援１～２ 

介護保険事業所の指定番号 ひおき診療所（４６１１６１０５８７号） 

 

（2）当事業所の職員体制（人員配置・職務内容） 

職種 員数 職務内容 

管理者 1名 職員の管理、業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的

に行い、医師・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士、サー

ビス提供にあたる看護師の資格を有する者をもって充てる。 

医師 1名以上 利用者の病状及び心身の状況に応じて、日常的な医学的対応

を行い、必要な指示を行う。 

理学療法士または 

作業療法士または 

言語聴覚士 

利用者10人までの場合にあ

っては 1以上、10人を超え

る場合にあっては利用者の

数を10で除した数以上確保

されるために必要と認めら

れる数以上 

(内、1 名以上は理学療法

士・作業療法士・言語聴覚

士のいずれか) 

医師と共同してリハビリテーション計画書を作成するととも

にリハビリテーションの実施に際し指導または介護を行う。 

看護職員 必要に応じ、医師の指示に基づき検温、血圧測定、医療行為

等を行う。 

介護職員 利用者の自立支援及び日常生活の充実に資するよう、その心

身の状況に応じて、送迎の際などに適切な介護を行う。 

事務員 必要数 配置する場合は、業務が円滑に進むべく事務処理業務を行

う。 

※管理者はひおき診療所との兼務とします。 

 

（3）当事業所の設備の概要 

建物の構造 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ 1階建 

利用定員数 
１２名 

(介護予防通所リハビリ含む) 

機能訓練室        １室 
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２ サービス内容 

① 通所リハビリテーショ

ン計画書の作成 ご利用者の通所リハビリテーション計画を作成します。 

② 送迎の提供 通所リハビリテーション計画に沿って必要な送迎を行います。 

③ 日常生活上の介護 通所リハビリテーション計画に沿って必要な介助を行います。 

④ リハビリテーション 通所リハビリテーション計画に沿って必要な訓練を行います。 

⑤ 支援相談 ご利用者及びご家族の相談援助等をおこないます。 

⑥ 健康管理 
医師の指示に基づき、必要に応じて検温、血圧測定等の医療行為等または介

護を行います。 

⑦ 在宅介護の支援 市町村及び居宅介護支援事業所、他事業所と連携を図り在宅介護を援助します。 

⑧ 個人情報の管理 個人情報保護法に基づき、個人情報の管理には最大限の配慮をいたします。 

⑨ 行政手続代行 必要かつ求めに応じて行政手続代行を行います。 

 

 

３ 利用料金、支払い方法 

（1）介護サービス費、食費、生活用品費、その他の費用 

料金は別紙のとおりとなりますが、介護サービス費については介護負担割合証により負担額が異なります。 

【介護サービス費が全額自己負担となるケース】 

①保険料の滞納等により、事業者に直接介護保険給付(法定代理受領)が行われない場合には、介護サー

ビス費は１０割自己負担となります。その際には、利用料のお支払と引き換えに領収証を発行します

が、後に利用料の償還払いを受ける際に当該領収証が必要となりますので大切に保管ください。  

②サービス利用開始時に要介護認定申請中、またはサービス利用中に要介護認定の更新申請手続きを行

った場合、後日に届く認定結果は申請時に遡って効力が生じるため、申請時からの介護サービス費は

新たな要介護度に応じた自己負担額となります。また、認定結果が利用条件に非該当となった場合は、

保険適用とならず、申請時からの介護サービス費は１０割自己負担となります。 

 

（2）支払い方法 

当事業所は、当月の料金の合計額を請求書に明細を付して、翌月１５日ごろまでに利用者に通知し、翌月月

末までにお支払いいただきます。 

支払方法は、原則、窓口支払いといたしますが、別途話合いの上、口座引き落としまたは口座振込にも 

応じます。 

利用者から料金の支払いを受けたときは、利用者に対し領収証を発行いたします。 

口座振込の場合 鹿児島信用金庫 湯之元支店 (普通) ７５１９４６７ 医療法人誠心会 

 

（3）基本料金の軽減措置（高額介護サービス費、高額介護合算療養費） 

介護サービス費の負担額がご利用者の所得区分に応じて法定の金額を越える場合は、償還払いにより介護保

険から給付されることがありますので、詳細については市町村へお尋ねください。 
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４ 利用開始・終了の手続き 

【利用開始の手続きについて】 

① サービスの利用開始 
   まずは、ご来訪の際やお電話等でお申し込みください。当事業所の職員がお伺いいたします。その際、説

明を行うにあたりご利用希望者の介護保険証を確認させていただきます。 
   居宅介護支援事業所の居宅サービス計画又は包括支援センターの介護予防サービス・支援計画表の作成後、

当事業所と契約を結びサービスの提供を開始いたします。 

※居宅サービス計画又は介護予防サービス・支援計画表の作成を依頼している場合は、 

事前に介護支援専門員又は包括支援センターの担当者とご相談ください。 

 
【利用終了の手続きについて】 

次の場合は利用終了となります。 

① ご利用者及びご家族等は、事業所に対し利用終了の意思表明をする事により利用を解除・終了するこ

とができます。 

② ご利用者のサービス利用料金の支払いが正当な理由なく２ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告し

たにもかかわらず２週間以内に支払われない場合。 

③ ご利用者が事業所や職員、または他のご利用者に対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合。 

④ 災害・施設設備の故障その他やむを得ない事由により、事業所を利用させることができない場合。 

⑤ ご利用者の病状・心身の状態等が著しく悪化し、事業所での適切なサ―ビス提供が困難と判断された場合。 

⑥ ご利用者が要介護認定の更新で利用条件に合致しない要介護区分の認定がなさなれた場合。 

※通所リハビリ：非該当(自立)または要支援    

※介護予防通所リハビリ：非該当(自立)または要介護１～５ 

 

５ 通所リハビリテーション計画 

 当事業所でのサービスは、通所リハビリテーション計画にもとづいて提供されます。これらの計画は、利用者

に関わるあらゆる職種の職員の協議によって作成されますが、その際、ご利用者及びご家族等の希望を十分に

取り入れた計画を作成いたします。 
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６ 当事業所のサービスの目的と運営方針 

(1) 目的 

当事業所は、通所リハビリテーション事業所として要介護者及び要支援者の家庭等での生活を継続させるため 
に立案された居宅サービス計画に基づき、医学的管理の下で必要なリハビリテーションを行い、ご利用者の心 
身の機能の維持回復を図ることを目的とします。 

(2) 運営の方針 

・家庭的な雰囲気の中で気軽にご利用できる事業所となり、認知症の高齢者とその家族に対して継続安定し

た生活が送れるよう包括的に支援いたします。 

・職員の資質向上のため、採用時または定期的な研修の機会を確保します。 

・安全かつ適切に、質の高いサービスを提供するために、事故発生の防止の指針を定め、研修、委員会を開

催することで発生予防と必要な措置を行います。 

   また、事故の内容について記録をするとともに、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る関係機関

等に連絡し、サービス提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行います。 

・感染症または食中毒が発生し、またはまん延しないように、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための指針を定め、担当者を配置し、研修・訓練、委員会の開催等を実施します。 

・原則として身体拘束を廃止しますが、ご利用者または他のご利用者の生命または身体を保護するため、緊

急やむを得ず身体拘束を行う場合は、ご利用者またはご家族に必要な理由や方法等について説明し同意を

得たうえで実施し、その態様及び時間、ご利用者の心身の状況等を記録します。 

また、身体拘束廃止の指針を整備し、担当者を配置し、定期的な研修、委員会の開催等により身体拘束廃

止に向けた取り組みを行います。 

・虐待の発生またはその再発を防止するため、虐待防止の指針を整備するとともに、担当者を配置し、定期

定な研修、委員会の開催等によりご利用者の人権を擁護します。 

・非常災害対策について、消防設備その他必要な設備を設け、立地環境に応じた個別具体的な計画を立て、

年に２回以上の防災訓練を行います。また、非常災害や感染症の発生時において、継続的なサービス提供

を行うために業務継続計画を策定し、研修と訓練を通じて早期の業務再開を図ります。 

・サービス提供時に利用者に病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、必要に応じて臨機応変の手当を

行うとともに、速やかに主治医に連絡し指示を求める等の必要な措置を講じます。 

・サービス提供にて知り得た利用者またはその家族等の個人情報については、あらかじめ文書により当該利

用者またはその家族等の同意を得ます。また、職員に対して、職員である期間および職員でなくなった後

においても、正当な理由が無く、その業務上知り得た利用者またはその家族等の個人情報を漏らすことが

ないよう指導教育を適時行うほか、違反した場合は法的責任の追及を含め厳重に対処します。 

・提供したサービスに関する利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け

るための窓口を設置する等の必要な措置を講じ、その内容を記録します。  

・運営規程の概要、職員の勤務体制、利用者負担の額及び苦情処理の対応等の利用者の選択に資すると認め

られる重要事項を事業所内に掲示または綴ったファイルを配備し、ホームページで閲覧できる環境を整え

ます。 
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(3) ご利用に当たっての留意事項 

送迎時間の

連絡 
事前に通知し変更があった際はその都度連絡を行う。 

体調確認 実施日に毎回体調確認を行い留意する。 

飲酒・喫煙 飲酒・喫煙に関しては禁止いたします。 

設備･器具等 

の利用 

車椅子、歩行器、シルバーカーは当事業所にて準備していますが、持ち込んでいただいて

も構いません。ただし、送迎車輛との兼ね合いもありますので事前にご確認ください。 

金銭･貴重品

の管理 

当事業所では一切お預かりをいたしておりませんので持ち込まないようにお願いします。

万が一、持ち込まれた際に紛失等あった場合は当事業所では責任を負いかねますので、  

あらかじめご了承ください。 

所持品持込 

 

【所持品の持ち込みについて（目安）】 

共

通 

・薬(現在服薬しているもの)  

 

【個人連絡帳を希望される方について】 

・事業所で準備した個人連絡帳を毎回お持ちください。 

 

※紛失防止のため、所持品には名前を記入願います。 

 

禁止行為 

・喧嘩若しくは口論をなし、楽器等の音を大きく出して静穏を乱す行為。 

・火気の使用。 

・故意に事業所内の物品を壊す、備品の位置や形状を変えたり事業所外への持ち出し。 

・金銭又は物品による賭けごと。 

・ペット等、生き物の持ち込み。 

・生活習慣や宗教、趣向等の相違等で他人に害や影響を与える言動。 

・他、事業所が秩序・風紀を乱す・安全性を害すると判断される行為。 

    

 

 

７ 緊急時の対応方法 

  ご利用者に様態の変化等があった場合は、指定された方にご連絡を差し上げ、連絡がつかない場合には、他

のご家族の方等に連絡を取ることがありますので、ご了承ください。 

 

８ 協力医療機関との連携、他施設の紹介 

（1）協力医療機関との連携 

当事業所では、次に掲げる病院や歯科と連携し、ご利用者の状態が急変等した場合には、速やかに 対応い

たします。 なお、対応外の急変等については他院での対応となります。 

協力医療機関 前原総合医療病院 前原総合医療歯科 
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（2）他事業所の紹介 

  当事業所にて対応が困難、または専門的な対応が必要になった場合には、他の事業所を紹介いたします。 

 

９ 非常災害対策 

 

 

 

 

 

 

１０ サービス内容に関する相談・苦情 

 ご利用者またはご家族等からの苦情・相談に迅速かつ適切に対応するために、次の窓口をご案内いたします。 

① 当事業所のご利用者相談・苦情担当 

     【担 当】  下竹 優(理学療法士) 

     【責任者】  茶薗 旭(理学療法士) 

【電 話】 ０９０－２９２－２１４６ 

【受 付】 9時00分～18時00分（月・火・水・金）9時00分～12時30分（木・土） 
日、祝祭日、お盆（8月14、15日）、年末・年始（12月31日・1月1日～3日）を除 

           く月曜日から土曜日 

【対 応】 受け付けた段階で解決・返答できるものは、その場で担当者等により解決・返答します。 

その場で解決・返答が難しい場合は、苦情解決責任者により、適宜、解決に向けた話し

合いや委員会の開催等により内容を精査し、解決策・改善策を明らかにし、利用者様等

へ報告します。 また、解決後においても様子観察を行う等、適切な対応に心がけます。 

 

 ② その他の相談・苦情窓口 

日置市役所 介護保険課 ０９９－２７２－０５０５ 

鹿児島地域振興局 地域保健福祉課 ０９９－２７２－６３０１ 

鹿児島県くらし保健福祉部 高齢者生き生き推進課 ０９９－２８６－２６９６ 

鹿児島県 

国民健康保険団体連合会 
介護保険相談室 ０９９－２１３－５１２２ 

鹿児島県社会福祉協議会 福祉サービス運営適正化委員会 ０９９－２８６－２２００ 

 

受領サイン(事業所返却分にサインをお願いします) 

本書を受領しました。 

  年  月  日 

  (氏名) 

 

 

防災時の対応 
自然災害、火災、その他の防災対策については、計画的な防災訓練を行い職員が

いかなる時も緊急時に対応できるよう緊急連絡網等の整備を行っています。 

防災設備 消火器、非常誘導灯等、緊急時非常通報装置 

防災訓練 防災・通報・消火訓練（年２回実施）。うち１回は消防署立ち合い訓練を実施 

防火管理者 必ず建物内に配置します。 


